令和３年度　組合等支援事業　実施希望申込書

令和　　年　　月　　日

岐阜県中小企業団体中央会　御中

組合等名
代表者名
電話番号
記入責任者名

以下の事業を実施致したく申し込みをします。

	実施希望事業名
	　＊希望する事業に○を付して下さい
組合等活動支援事業　　青年部研究会事業

	組合員数
＜青年部or女性部員数＞
	　　　　　　　人（グループ等は構成員数）　＜　　　　　　人＞

	決算規模
	（直近年度）　　　　　　　　年度　　　　　　　　　　　千円

	テーマ
（簡潔に）
	【例：情報化への取り組み】


	事業実施の概要
（応募理由等）
	　＊事業利用の背景、組合が抱える課題、事業内容など具体的にご記入下さい。



	事業内容
（個別テーマ等）
実施希望回数
　　回
	　＊実施回数ごとに個別テーマや事業内容、概算等を具体的にご記入下さい。

　【１回目】　実施時期　令和　　　年　　　月頃　　　　＜概算＞　　　　　　　　　円




　【２回目】　実施時期　令和　　　年　　　月頃　　　　＜概算＞　　　　　　　　　円




　【３回目】　実施時期　令和　　　年　　　月頃　　　　＜概算＞　　　　　　　　　円



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜概算合計＞　　　　　　　円
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)　※４回以上の実施を希望される場合は４回目以降も同様に記入をお願い致します。
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)令和３年度 組合等支援事業

１．支援事業の概要
組合等が抱える諸課題や人材育成等のため、以下の各事業により専門家等による助言を行い、課題解決に向けての支援を本会が主催して実施するものであります（組合等に対し補助金を交付するものではありません。）。

（１）組合等活動支援事業
	区　　分
	内　　　　容

	対象となる団体
	組合等支援事業実施要領の４．①に記載した組合等

	事業の概要
	組合等が抱える諸課題の解決、あるいは人材育成のため、専門家等による助言を行うことにより、課題解決に向けた支援を行います。
一貫したテーマ(２．支援対象となる取組み(テーマ)の内容を参照。)での取り組みにおいては、各種勉強会等の回数制限はありません。

	費用負担割合
	総事業費の２／３以内（岐阜県中央会 負担）
総事業費の１／３以上（組合等 自己負担）

	本会負担の上限
	３００千円（総事業費４５０千円まで実施が可能。４５０千円を超過した費用は組合等の負担となります。）


※テーマの下であれば、通常総会の際に実施される研修会等にもご活用いただけます。

（２）青年部研究会事業
	区　　分
	内　　　　容

	対象となる団体
	組合等支援事業実施要領の４．②に記載した組合等の青年部

	事業の概要
	組合等の青年部組織が抱える諸課題の解決、あるいは人材育成のため、専門家等による助言を行うことにより、課題解決に向けた支援を行います。
一貫したテーマ(２．支援対象となる取組み(テーマ)の内容を参照。)での取り組みにおいては、各種勉強会等の回数制限はありません。

	費用負担割合
	総事業費の２／３以内（岐阜県中央会 負担）
総事業費の１／３以上（青年部等 自己負担）

	本会負担の上限
	３００千円（総事業費４５０千円まで実施が可能。４５０千円を超過した費用は組合等の負担となります。）



２．支援対象となる取組み（テーマ）の内容
前記１．の各支援事業を受けることができる取り組みの内容（参考例）は次のとおりです。
（１）商業・サービス業組合等が抱える諸課題への対処
（２）各種連携組織によるものづくりや新分野への進出等への対処
（３）地域の活性化や地域産品のマーケティング等の地域おこしへの対処
（４）労働問題や労働力確保への対処
（５）地域産業の活性化への対処
（６）物流総合効率化法又は物流問題への対処
（７）エネルギー環境問題への対処
（８）情報化促進への対処
（９）組合等の管理・事業運営、会計税務等の再検討、法律問題への対処
（10）組合等が構成員を対象として実施する人材養成に係る研究
（11）地域ブランド創出、地域団体商標登録についての諸課題への対処
（12）経営管理、販売管理、経理、財務、労務、組織運営等に関する各種研究
（13）青年経営者、女性経営者・役員等の資質向上を図るための研究
＊上記以外でも、組合等において喫緊に求められる課題等をテーマに挙げていただいて構いません。

３．支援事業（実施希望組合等）の募集・選考日程について
	実施希望申込受付開始
	　　　１１月２５日（水）


　　　　　　　↓
	実施希望申込締切
	　　　令和３年１月２９日（金）必着


　　　　　　　↓
	書　類　審　査
	　　　２月１日（月）～
　　　※ 実施希望申込書を審査（実施要領参照）し、支援対象組合
　　　　 等の選定を行います。

	支援対象組合等の選定
	


　　　　　　　↓
	実施計画書の提出
	　　　※ 選定した支援対象組合等に対し「実施計画書」の提出を依
　　　　 頼し、本会の事業実施担当者（予定）とともに実施内容に
　　　　 ついて精査・構築します。
　　　計画書提出期限：２月2６日（金）


　　　　　　　↓
	事　業　開　始
	　　　４月以降　順次（本会が主催して事業を開始）


※応募の状況によっては、令和３年度岐阜県中央会の事業予算と対比しながら、随時申込みを受付けます。４月以降に実施希望申込みをされる場合は、本会にご相談下さい。

４．支援事業に係る留意事項
（１）組合等の負担割合は、基準年度（平成２８年度）を含めて３年実施（連続性は問わない。）する場合、事業に要した経費の３分の１以上となります。ただし、その翌年（４年目）以降の実施については、事業に要した経費の２分の１以上となります。
（２）応募多数により総事業費が予算額を上回りそうな場合は、本会負担額の上限を変更する場合があります。
（３）当事業は、組合等が抱える諸課題等の解決に向け、岐阜県中小企業団体中央会が主催して実施します（組合等に対し補助金を交付するものではありません）。事業内容については、対象となる組合等と協議を行い、本会が事業の企画・立案をします。
